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検討の背景

 個人の働き方の多様化
に伴う「個人として働く者」
の増加，今後さらなる働き
方の多様化の進展

 シェアリングエコノミーに
関する市場が拡大すると
の予想

 労働人口減少等により
深刻な人材不足問題が起
こると，人材の獲得をめぐ
る競争を制限する行為の
可能性

就業者 6440万
人
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個人として働く者を取りまく状況
「個人として働く者」の増加に社会全体が対応しきれておらず，「個人と
して働く者」にそのしわ寄せが生じている可能性を示している。
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 企業が個人として働く者と契約する場合は，個人とし
て働く者にしてもらう仕事を切り出して契約前に具体
的に特定することが必要となるが，企業で働く管理職
は，長期雇用を前提としてその働く範囲に限定のな
い者（無限定正社員）ばかりを部下に持つため，仕事
切り出しスキルやマネジメントスキルが低く，具体的
特定が不十分となっている。

 フリーランスが仕事を請ける場合，取引に当たって契
約書を取り交わしていなかったり，あるいは，条件とし
て重要な契約期間を把握しないまま，取引を行って
いることは珍しくない。そのような者は対価が低い傾
向がある。

 発注者の一方的な都合で，役務提供者との間であら
かじめ取り決めていた発注量などの仕様を増加又は
減少させられ，やり直しなど追加的な作業が発生した
にもかかわらず，報酬額を据置きにされた。

 ある業界では，発注者の予算を前提にした発注が行
われているため，取引価格の協議を前提とした交渉
が行われていない。例えば，発注者が見積り金額ま
で記載した見積書を用意していて役務提供者はこれ
にサインするだけという場合がある。
など

発注時における発注単価等の書面交付の有無

出所：「人材獲得競争に係る実態ヒアリング及びフリーランス等に関す
るウェブアンケートの結果」（報告書別紙３）



人材に関する独占禁止法適用の意義
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独占禁止法を人材の獲得に当てはめれば，

公正かつ自由な競争による市場メカニズムが十分に発揮されることにより，

① 役務の価値を適切に踏まえた正当な報酬が実現

② 労働力の需給マッチングを高め，社会全体における人材の適材適所の配置

③ 人材を利用して供給される商品・サービスの水準の向上を通じた消費者利益の確保

さらには，経済的格差の是正も

個人として働く者を取りまく状況を踏まえれば，

人材の獲得をめぐる競争に対する独占禁止法適用の意義は大きい。

独占禁止法は２０１７年をもって施行７０周年を迎えたが，

現状，人材獲得競争に関する独占禁止法上の考え方が整理されておらず，

その考え方を検討・整理することは喫緊の課題。



検討会の設置
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検討会では委員によるプレゼンのほか，事務局
によるヒアリング等の調査結果を踏まえ討議。

 ヒアリング：対象９１者

フリーランスやスポーツ，芸能といった各分野におけ
る事業者団体，人材獲得競争を行っている事業者，
各業界で活動する個人・有識者等に実施

 ウェブアンケート：回答数５４９

ウェブサイト上で回答を入力する形式で，

平成２９年秋に１か月間実施

平成29年８月から６回にわたって検討会を開
催し，検討を行った。

・第１回（8月4日） ・第２回（9月5日）

・第３回（10月19日） ・第４回（11月15日）

・第５回（12月27日） ・第６回（2月1日）

【人材と競争政策に関する検討会委員名簿】

検討会は，独占禁止法，労働法，産業組織論，労働経済学，労
働市場についての学識経験者，専門家及び実務家１２名により構
成された。

○荒木 尚志 東京大学大学院法学政治学研究科教授

○大橋 弘 東京大学大学院経済学研究科教授

○風神 佐知子 中京大学経済学部准教授

○川井 圭司 同志社大学政策学部教授

○神林 龍 一橋大学経済研究所教授

○泉水 文雄 神戸大学大学院法学研究科教授（座長）

○高橋 俊介 慶応義塾大学大学院政策・メディア研究科特任教授

○多田 敏明 日比谷総合法律事務所 弁護士

○土田 和博 早稲田大学法学学術院教授

○中窪 裕也 一橋大学大学院国際企業戦略研究科教授

○中村 天江 リクルートワークス研究所労働政策センター長

○和久井 理子 大阪市立大学大学院法学研究科特任教授

[五十音順，敬称略，役職は平成30年２月1日現在]

※ 文部科学省（スポーツ庁），厚生労働省，経済産業省及びＣＰＲＣ所長が
オブザーバーとして参加した。事務局は，経済取引局経済調査室。

独占禁止法の適用関係等を理論的に整理する
ため，「人材と競争政策に関する検討会」を競
争政策研究センター（ＣＰＲＣ）に設置。



検討の対象

• 今回の検討対象は

実線部分 発注者
（使用者）

発注者
（使用者）

「個人とし
て働く者」

労働組合法上の
労働者

共同
行為

労働基準法上の労働者
（伝統的な労働者）

フリーランス
スポーツ選手 芸能人
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単独
行為

（役務提供者）
労基法等で規律さ
れる使用者の行為

労組法に基づく労使
間の行為

• 破線部分は

原則として

独占禁止法上の

問題にならない

共同行為

単独行為



検討の枠組み
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大きく２つの行為に分類して、独占禁止法上問題となる行為の考え方に
ついて検討。

①共同行為・・・複数の発注者（使用者）が共同して行う制限行為

②単独行為・・・個々の発注者（使用者）が単独で行う制限行為

さらに，上記①、②の行為に関連して、

「競争政策上望ましくない行為」の考え方についても検討。

－独占禁止法上問題となる行為を誘発する行為（≠問題行為）や，
公正かつ自由な競争を損なう行為
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共同行為



発注者が共同して人材獲得競争を制限する行為

○ 人材獲得市場において決定されるべき取引条件を共同
して人為的に決定することは，独占禁止法上，原則とし
て問題となる。
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○ ＩＴ会社によるＩＴ人材の引き抜き防止協定が米国で問
題となったように，使用者の同様の行為についても，独占
禁止法上，原則として問題となる。

～独占禁止法上の考え方～



発注者
Ａ

9

共同

フリーランスに支払う金
額を抑えたいなあ

発注者
Ｂ

発注者
Ｃ

発注者
Ａ

発注者
Ｂ

発注者
Ｃ

共同

他の発注者に移籍して
欲しくないなあ

１０万円

通常 独占禁止法上問題

１２万円 １５万円 １０万円 １０万円１０万円

取引先が固定

フリーランス
Ｘ

フリーランス
Ｚ

フリーランス
Ｚ

フリーランス
Ｙ

金額などの条件を
みんな同じにしよう

お互いのフリーランスを
引き抜かないようにしよう

フリーランス
Ｙ

フリーランス
Ｘ

取引先を選択可能

みんな金額が一緒だなあ
どの発注者と取引するのが
自分にとって良いだろう

他の発注者がなぜか
取引してくれないなあ

発注者が共同して人材獲得競争を制限する行為
～イメージ図～



使用者が共同して人材獲得競争を制限する行為
～米国で問題となったＩＴ会社によるＩＴ人材の引き抜き防止協定～

使用者
Ａ
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共同

移籍されないように他の
使用者よりも報酬額を
高く設定しているが人件
費を抑えたい。

使用者
Ｂ

使用者
Ｃ

使用者
Ａ

使用者
Ｂ

使用者
Ｃ

共同

報酬額を１５０万円以
上にしないと使用者Ｃ
に移籍されてしまう。

１００万円

通常 独占禁止法上問題

１２０万円 １５０万円
ＩＴ人材の所属先が固定

報酬額に係る価格競争がなくなる

ＩＴ人材
Ｘ

お互いのＩＴ人材を
引き抜かないようにしよう

なぜか使用者Ｃが
移籍に応じてくれない

他の使用者に移籍で
きないなあ

ＩＴ人材
Ｙ

このままじゃどんどん
人件費が上がってしまう

使用者Ｃに移籍しよう

ＩＴ人材
Ｙ

ＩＴ人材
Ｘ



発注者が共同して人材獲得競争を制限する行為

クラブ
チーム
Ｂ

クラブ
チーム
Ａ

クラブ
チーム
Ｃ

共同

選手が自由に移籍できると，選手への年俸が
高騰してしまう。所属選手の引き抜きを
お互いにやめて，高騰に歯止めをかけよう

選手

所属契約

所属先が固定

共同

去年大活躍したのに，
クラブチームＡよりも待遇の
良い条件のオファーが
届かない。なぜだろう・・・？

※ 複数のクラブチームによ
る選手の移籍制限が，当該
チームにより構成されるプ
ロリーグが提供するサービ
スの水準を維持・向上させ
消費者利益に資する場合，
そのことも考慮の上，判断
される。
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～スポーツ分野での想定例～
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単独行為
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○ 優越的地位にある発注者（一部行為は使用者）が課す制限・
義務等が不当に不利益を与える場合は，独占禁止法上，問題と
なる場合がある。

取引の相手方の利益を不当に奪い競争を妨げる行為
【優越的地位の濫用行為】

○ 不当に不利益を与えるか否かは，これら義務の内容や期間が
目的に照らして過大であるか，役務提供者に与える不利益の程
度 ，代償措置の水準，あらかじめ十分な協議が行われたか等
を考慮の上で判断される。

○ フリーランス，スポーツ，芸能の各分野の様々な事情に基づ
き，個別判断。

～独占禁止法上の考え方～



優越的地位の考え方
○ 取引の継続が困難になることが事業経営上大きな支障を来
すため，発注者がフリーランスにとって著しく不利益な要請等を
行っても，これを受け入れざるを得ないような場合

→発注者がフリーランスに対して「優越的地位」にある
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①役務提供者の発注者に対する取引依存度 ，②発注者の市場における地位，③役務提

供者にとっての取引先変更の可能性，④その他発注者と取引することの必要性を示す具
体的事実を総合的に考慮して判断される（優越ガイドライン）。

企業組織と比べて情報収集能力や交渉力が劣
ることに起因して，フリーランスによる取引先変
更の可能性が低い場合

フリーランスの事業規模が小さく業務処理能
力の関係上同時に取引できる発注者が限ら
れる場合

フリーランスの選択の自由が既存の取引先
である発注者により制限されている場合

発注者が優越的地位に
あることを支持する事情

※優越的地位を利用して，正常な商慣習に照らして不当に行われる行為は「優越的地位の濫用」として問題となり得る。

発注者間で情報が広がりやすい業界において
は，フリーランスが取引条件を交渉すること自
体がネガティブな評判となり取引先変更の可能
性を低下させる場合
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発注者が優越的地位にあることを支持する事情

• 一般の役務提供者が発注者から業務を受注す
る際，役務提供者に契約交渉能力が備わって
いないケースも多く，発注者の立場の方が強い
ときは，契約書に不利な文言を入れられたり，
発注が口約束だけで済まされたりするなどと
いった状況になりやすい。

• 発注者間で役務提供者に係る評判が広く知れ
渡りやすい業界にあっては，役務提供者が取
引条件について不満を述べると，当該役務提
供者に係るネガティブな評判が広まり，当該業
界における今後の取引に悪影響が出ることを
懸念しなくてはならない環境にある。

• 一般論としては，役務提供者が個人で出来る
業務量には限界があるところ，一度に多くの取
引先を抱えることは難しく，同時並行で受注で
きる取引先は２～３社程度である。提供役務の
内容によっては，長期間にわたって受注業務を
遂行する必要がある場合があり，こうしたケー
スにおいては，取引先への取引依存度が高く
なる傾向にある。

• スポーツ選手が試合等に出場するためには，
当該スポーツの管轄団体に加盟するか，管轄
団体に加盟している事務所，クラブチーム等の
加盟団体に所属する必要がある。管轄団体や
加盟団体に所属するスポーツ選手は，管轄団
体が定める規約等に従う必要があり，これに従
わなかったスポーツ選手に対しては一定のペ
ナルティが課されることになっている。

• 契約書の雛型には，契約満了時に芸能人が契
約更新を拒否する場合でも，芸能事務所のみ
の判断により，契約を一度更新できることが規
定されている。

出所：「人材獲得競争に係る実態ヒアリング及びフリーランス等に
関するウェブアンケートの結果」（報告書別紙３）
※１ 一部要約

～想定例～

※２ 本報告書において，上記の行為について独占禁止法上の評価を行っ
たものではなく，実際の判断は個別具体的に行われる。以下同じ。
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発注者
Ａ

発注者
Ｃ

合
理
的
に
必
要
な
範
囲

を
超
え
た
（専
属
）契
約

良い条件を提示してくれたＡやＣと
取引したいのに，過大な義務の
せいで取引できない・・・

フリー
ランス

過
大
な
秘
密
保
持
義
務

過
大
な
競
業
避
止
義
務

役
務
提
供
に
伴
う

成
果
物
の
利
用
等
を

合
理
的
理
由
な
く
制
限

取引の相手方の利益を不当に奪い競争を妨げる行為
【優越的地位の濫用行為（他の発注者との取引の不当な制限）】

～イメージ図～

発注者
Ｂ

（優越的地位）
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 規約上，管轄団体に競技者登録してい
る選手が当該管轄団体の公認のない
試合に出場することは禁止されており，
これに違反した場合は競技者登録が取
り消される可能性がある。

依頼元・所属先の同業他社との取引等について

ア 依頼元・所属先との取引・契約の条件として，取引・契約期間中，依頼元・所属先の同業他社
と取引しないよう求められ，やむを得ず同意した

イ 通常みられない程長期の又は必要以上に長期の専属契約（発注者の一方的な契約延長が可能な
場合を含む）のため，依頼元・所属先の変更・移籍に支障を生じた

ウ 依頼元・所属先の同業他社と取引・契約をする場合には，依頼元・所属先の了承を得ることが
条件とされているため，依頼元・所属先の変更・移籍に支障を生じた

エ 依頼元・所属先との取引の条件として，取引・契約終了後，依頼元・所属先の同業他社と取
引・契約しない，同業他社に就職しない又は依頼元・所属先と競合する事業を行わないよう求め
られ，その期間が通常みられない程長い又は必要以上に長いものであったが，やむを得ず同意し
た

オ 依頼元・所属先との取引・契約の条件として，取引・契約終了後，依頼元・所属先の同業他社
と取引・契約しない，同業他社に就職しない又は依頼元・所属先と競合する事業を行わないこと
を求められ，その内容が過大又は内容が曖昧であったが，やむを得ず同意した

カ 元の依頼元・所属先に課されていた守秘義務の期間が通常みられない程長い又は必要以上に長
いものであったため，元の依頼元・所属先の同業他社との取引・契約，同業他社への就職又は元
の依頼元・所属先と競合する事業の実施に支障を生じた

キ 元の依頼元・所属先に課されていた守秘義務の内容が過大又は内容が曖昧であったため，元の
依頼元・所属先の同業他社との取引・契約，同業他社への就職又は元の依頼元・所属先と競合す
る事業の実施に支障を生じた

ク 受注した業務を行う過程で生じた取得した成果物（著作権，特許権，ノウハウ等の知的財産等
を含む）について，適正な対価が支払われることなく，依頼元以外との取引では利用しないこと
を求められ又は譲渡（独占的許諾）することを求められ，やむを得ず同意した

ケ あてはまるものはない

 ある使用者・発注者が，取引先の役務
提供者に自らの発注業務に専念させる
ため，当該役務提供者が他の使用者・
発注者から業務を受注できないように，
他の使用者・発注者に対し，当該役務
提供者への発注を取りやめさせた。

出所：「人材獲得競争に係る実態ヒアリング及びフリーランス等に
関するウェブアンケートの結果」（報告書別紙３）

取引の相手方の利益を不当に奪い競争を妨げる行為
【優越的地位の濫用行為（他の発注者との取引の不当な制限）】

～想定例～
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 ある会社は，従業員が競合他社に転
職した場合，転職した時点で，就業規
則上の秘密保持義務を根拠に訴訟を
示唆する警告書を，当該従業員及び
転職を仲介した人材紹介会社に送付
し，円滑な転職活動を妨害している。

 契約満了時に芸能人が契約更新を拒
否する場合でも，芸能事務所のみの判
断により，契約を一度更新できることが
契約上規定されており，また，芸能事
務所の判断で当該規定が実施される
場合がある。

フリーランスとして独立する前の所属先との関係について

ア 元の所属先を退職した際，元の所属先の同業他社と取引しない，同業他社に就職しない又
は元の所属先と競合する事業を行わないよう求められ，その期間が通常みられない程長い
又は必要以上に長いものであったが，やむを得ず同意した

イ 元の所属先を退職した際，元の所属先の同業他社と取引しない，同業他社に就職しない又
は元の所属先と競合する事業を行わないよう求められ，その内容が過大又は内容が曖昧で
あったが，やむを得ず同意した

ウ 元の所属先を退職した際に課されていた守秘義務の期間が通常みられない程長い又は必
要以上に長いものであったため，元の所属先の同業他社との取引，同業他社への就職又は
元の所属先と競合する事業の実施に支障を生じた

エ 元の所属先を退職した際に課されていた守秘義務の内容が過大又は内容が曖昧であった
ため，元の所属先の同業他社との取引，同業他社への就職又は元の所属先と競合する事業
の実施に支障を生じた

オ あてはまるものはない

出所：「人材獲得競争に係る実態ヒアリング及びフリーランス等に
関するウェブアンケートの結果」（報告書別紙３）

取引の相手方の利益を不当に奪い競争を妨げる行為
【優越的地位の濫用行為（他の発注者との取引の不当な制限）】

～想定例～



取引の相手方の利益を不当に奪い競争を妨げる行為
【優越的地位の濫用行為（相手方にとって不当に不利な内容での取引）】

発注者
（優越的地位）

フリーランス

フリーランスに対して不当に不利益

成果物の受領拒否低い対価での取引要請
成果物に係る権利等
の一方的取扱い

不本意だけど言うとおりに
するしかない・・・

取引をやめたら生活がで
きなくなる・・・

条件を呑んでくれないと次
から仕事を頼まないよ

頼んでいたものが必要になく
なったからもういらないよ。代
金も支払わないね。

～イメージ図～
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○ 優越的地位にある発注者による，

・代金の支払遅延

・代金の減額

・成果物の受領拒否

・著しく低い対価での取引要請

・成果物に係る権利の一方的取扱い

・発注者との取引とは別の取引により役務提供者
が得ている収益の譲渡の義務付け

といった行為は，独占禁止法上，問題となる場合がある。

20

取引の相手方の利益を不当に奪い競争を妨げる行為
【優越的地位の濫用行為（相手方にとって不当に不利な内容での取引）】

～独占禁止法上の考え方～
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 同一の業務を，同時に複数の役務提供者に
対して発注し，質の高い成果物を納品した
役務提供者と取引し，もう一方の役務提供
者が納品した成果物については受領を拒否
した。

 あらかじめ契約金額を使用者・発注者と役
務提供者との間で決めていたにもかかわら
ず，予想以上に必要経費がかかってしまっ
た等の使用者・発注者の一方的な都合で，
役務提供者の報酬額が減額された。

代金等の取引条件について

ア 発注の時点で代金等の取引条件が明示されなかったが，やむを得ず受注した
イ 業務範囲が曖昧なため実質的に瑕疵担保責任の範囲に限りがない条件での取引を求めら
れたが，やむを得ず受注した

ウ 前記イのほか，代金が低すぎるなど通常みられない不利な条件での取引を求められたが，
やむを得ず受注した

エ 依頼元の都合で，事前に決めていた代金等の取引条件を通常みられない程不利に変更さ
れた

オ 依頼元の都合で，代金の支払いが事前に決めていた支払日より大幅に遅れた
カ 代金等の取引条件について，自ら以外の外部に漏らさないよう求められ，やむを得ず同意し
た

キ あてはまるものはない

出所：「人材獲得競争に係る実態ヒアリング及びフリーランス等に関する
ウェブアンケートの結果」（報告書別紙３）

取引の相手方の利益を不当に奪い競争を妨げる行為
【優越的地位の濫用行為（相手方にとって不当に不利な内容での取引）】

ア 依頼元の都合で，やり直しや追加作業を行ったにもかかわらず，それに伴う追加費用を負
担してもらえなかった
イ 依頼元の都合で，発注を縮小・取消しされたにもかかわらず，それまでにかかった費用を負
担してもらえなかった
ウ 不要な商品・サービスの購入・利用を求められ，やむを得ず購入・利用した。又は，依頼元
から金銭・物品の提供を求められ，やむを得ず提供した
エ あてはまるものはない

本来負う必要のない費用の負担について

～想定例～



○ 発注者（使用者）が役
務提供者に対して事実と
は異なる優れた取引条件
を提示し，役務提供者を
誤認させ又は欺き，自ら
と取引するようにするこ
とで，他の発注者との取
引を妨げることとなる場
合に，独占禁止法上，問
題となる場合がある。

発注者
（使用者）
Ａ

発注者
（使用者）
Ｂ

発注者
（使用者）
Ｃ

一番良い
取引条件
だと誤認し
取引開始

実際には発注者Ａより良い
取引条件を提示したが，発注者Ａ
の行為が取引成立を妨害。

フリー
ランス
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虚偽の
取引条件
提示

※取引条件には専属義務，秘
密保持義務や競業避止義務
などの期間や範囲も含む。

取引の相手方を欺き，自らと取引させることで競争を妨げる行為
【競争手段の不公正さ】



○ 発注者（使用者）が役
務提供者に合理的に必要
な範囲で秘密保持義務，
競業避止義務又は専属義
務等を課すことは直ちに
独占禁止法上問題となら
ない。

○ ただし，それによって
他の発注者（使用者）が
役務提供者を確保できな
くなり，商品・サービス
の供給が困難となる場合
に，独占禁止法上，問題
となる場合がある。

発注者
（使用者）
Ｃ

フリー
ランス
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発注者
（使用者）
Ｂ

フリー
ランス

フリー
ランス

消費者に商品・
サービスを
提供できない

消費者 消費者 消費者

他の発注者との取引を制限

発注者
（使用者）
Ａ

商品・サービス

の供給に必要
な役務提供者
を確保できない

他の発注者が役務提供者を確保できなくさせる行為
【自由競争減殺】
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競争政策上望ましくない行為
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競争政策上望ましくない行為

○ 役務提供者にとって秘密保持義務・競業避止義務の対
象範囲が不明確であること

・ どのような場合に義務違反となるのかが不明確であると，義
務違反を理由とする訴訟リスクを回避するために，役務提供者
が，他の発注者に役務を提供することや転職することなどを萎
縮させることとなり，役務提供者の選択の自由を損なう。

・ 対策として，関係分野ごとに，当該秘密保持義務・競業避止
義務の範囲の明確化に資する一般的な考え方を取りまとめ周知
する，役務提供者が範囲を明確にすることが必要となったとき
にそのための手続を整備するなどの対応が考えられる。



26

○ 役務提供者への発注を全て口頭で行うこと

競争政策上望ましくない行為

・ 発注内容や取引条件等が明確でないまま役務提供者が業務を
遂行することになり，前記Ｐ２０で示した行為等を誘発する原
因になるとも考えられる。

・ 労働基準法や職業安定法では，労働条件等の明示規定が置か
れ，賃金や従事すべき業務の内容といった一定の労働条件につ
いては書面による明示義務がある。
労働契約法では，労働契約の内容の理解の促進として，労働
契約の内容について，できる限り書面により確認するものとさ
れている。
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発注者
Ａ

発注者
Ａ

１０万円 １５万円

Ｙのほうが
高い報酬を
貰ってる・・・

もしＡが報酬
を上げてくれ
ないなら他
の発注者と
も交渉して
みようかな

発注者
Ｂ

もしＸがＹの報酬を知ったら・・・ 報酬の交渉がはじまり競争が生まれる

Ｙと同じ報
酬にするよ
う要求

うちはＸに
１２万円
払うよ

12万円
自分の報
酬が安いっ
て知ってよ
かった

競
争

報酬交渉

フリーランス
Ｘ

フリーランス
Ｙ

フリーランス
Ｘ

１０万円

○ 対価等の取引条件について他の役務提供者への非
開示を求めること

競争政策上望ましくない行為



競争政策上望ましくない行為
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発注者
（使用者）
Ｂ

発注者
（使用者）
Ｂ

１０万円

フリーランス

○ 人材獲得市場において取引条件を曖昧な形で提示していること

発注者
（使用者）
Ｃ

発注者
（使用者）
Ａ

１２万円 １５万円

発注者
（使用者）
Ｃ

発注者
（使用者）
Ａ

フリーランス

応相談 応相談 応相談

人手不足の状態になると・・・ 人手不足の状態でも，取引条件の提示が
曖昧な形だと，条件面で競争が不要になる

うちは
１０万円
出すぞ

それなら
12万円
出すぞ

人件費が
高騰する
なぁ

一番高い金額の
発注者Ｃと取引
しよう!！

条件の交渉はまた後でしましょう！

どの発注者の
条件が良いのか
分からない・・・

条
件
面
の
競
争
が
不
要

条
件
面
の
競
争
が
不
要

条
件
競
争

条
件
競
争



今後の取組
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この報告書は人材をめぐる社会問題の全体的解決に必要な第一ステップ。

独禁法だけでなく，労働法，消費者保護法などの諸規制により対応すべき問
題もあり，今後関係各省庁や業界において積極的な取組が必要。

今後，関係事業者や団体が自主的に人材市場における独占禁止法上問題と
なり得る行為の点検を行い未然防止に取り組み，公正かつ自由な人材獲得
競争が促進されることが重要である。


